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(57)【要約】
【課題】高温下においても、被着体との界面で浮き上がりや剥がれを抑制する表面保護フ
ィルムを提供すること。
【解決手段】ＪＩＳ　Ｋ７１３３に準拠して測定した寸法変化率において、１５０℃で、
３０分加熱後の縦方向及び横方向の寸法変化率の絶対値が０．２０％未満である表面保護
フィルム。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　４－メチル－１－ペンテンから導かれる構成単位の含有率が９０モル％以上１００モル
％以下であり、炭素原子数２～２０のα－オレフィン（４－メチル－１－ペンテンを除く
）から導かれる構成単位の含有率が１０モル％以下である（前記４－メチル－１－ペンテ
ンから導かれる構成単位および前記α－オレフィンから導かれる構成単位の含有率の合計
を１００モル％とする）共重合体である熱可塑性樹脂（Ｘ）と、
　４－メチル－１－ペンテンから導かれる構成単位の含有率が７０モル％以上９０モル％
未満であり、炭素原子数２～１２のα－オレフィン（４－メチル－１－ペンテンを除く）
から導かれる構成単位の含有率が１０モル％を超え３０モル％以下である（前記４－メチ
ル－１－ペンテンから導かれる構成単位および前記α－オレフィンから導かれる構成単位
の含有率の合計を１００モル％とする）共重合体である熱可塑性樹脂（Ｙ）とを含み、
　前記熱可塑性樹脂（Ｘ）の含有量が２０質量％以上８０質量％以下、前記熱可塑性樹脂
（Ｙ）の含有量が２０質量％以上８０質量％以下であり（熱可塑性樹脂（Ｘ）および熱可
塑性樹脂（Ｙ）の合計量を１００質量％とする。）、
　ＪＩＳ　Ｋ７１３３に準拠して測定した寸法変化率において、１５０℃で、３０分加熱
した後の縦方向および横方向の寸法変化率の絶対値が０．２０％未満（ただし、前記寸法
変化率において、プラスの数値は膨張したときの変化率を、マイナスの数値は収縮したと
きの変化率を示す。）である表面保護フィルム。
【請求項２】
　前記熱可塑性樹脂（Ｙ）が下記の要件（ｉ）～（ｉｖ）を満たす請求項１に記載の表面
保護フィルム。
　（ｉ）１３５℃デカリン中で測定した極限粘度〔η〕が０．１～５．０ｄｌ／ｇである
、
　（ｉｉ）ゲルパーミエーションクロマトグラフィー（ＧＰＣ）で測定した重量平均分子
量（Ｍｗ）と、数平均分子量（Ｍｎ）との比である分子量分布（Ｍｗ／Ｍｎ）が１．０～
３．５である、
　（ｉｉｉ）ＤＳＣで測定した融点（Ｔｍ）が２００℃未満であるか、またはＤＳＣで融
点が観測されない、
　（ｉｖ）密度が８３０～８６０ｋｇ／ｍ3である。
【請求項３】
　前記熱可塑性樹脂（Ｘ）および熱可塑性樹脂（Ｙ）を含む基材層と、該基材層の少なく
とも一方の面に設けられた粘着層とを有する請求項１～２のいずれかに記載の表面保護フ
ィルム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、例えば被着体に貼り付けて使用する表面保護フィルムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　表面保護フィルムは、光学基材や建材材料等の樹脂製品、金属製品、ガラス製品、半導
体ウエハなどの被着体に貼り付けて使用され、これらを輸送、保管、加工する際に、傷付
き、破損、異物の混入を防ぐ等の役割や、所定の工程における支持体の役割を果たしてい
る。これらの表面保護フィルムは、一般には粘着性を有しない離型性の高い背面層と、前
記被着体と粘着させるための粘着層とを含む。背面層としては、通常、ポリエチレンやポ
リプロピレンなどのポリオレフィンや、ポリエチレンテレフタレートなどのポリエステル
、ポリ塩化ビニルなどのビニル重合体から形成された層が使用されている。
【０００３】
　このような表面保護フィルムに必要な特性は、被着体に対する適切な粘着力を発現する
こと、被着体から表面保護フィルムの浮きや剥がれがないこと、被着体に変形や欠けとい
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った欠陥が生じないこと、表面保護フィルムを剥がして除去する場合には、被着体に粘着
成分が残留しないことである。特に、表面保護フィルムを被着体に貼り付けて得られた構
造物（以下、これを「積層体」ということがある。）が高温条件下におかれる場合には、
被着体や、表面保護フィルムに収縮や軟化が生じやすい。例えば近年、スマートフォンや
タブレット端末等に代表される携帯情報電子機器が普及しており、偏光板等の光学フィル
ムや透明導電膜（ＩＴＯ；スズドーブ酸化インジウム）が採用されている。当該部材を硬
化型接着剤等で貼り合わせる熱処理工程、あるいは、透明電導膜の結晶化を促進するため
のアニール処理等が行われることがある。したがって、表面保護フィルムとしては、一般
的な粘着フィルムよりも、さらなる高度な性能が求められる。
【０００４】
　特許文献１には、実質的にシンジオタクチック構造を有するポリプロピレンを基材層に
含む、耐熱性に優れ、フィルムの引き伸ばし時にも白化を抑制し、特に保管・輸送時の温
度変化においてもフィルムの浮きや剥がれを生じない、密着性を有した表面保護フィルム
が開示されている。
【０００５】
　特許文献２には、基材層にプロピレン系共重合体を用いることで保管等の際に温度変化
が生じてもフィルムの浮や剥がれを抑制できる表面保護フィルムが開示されている。
　特許文献３には、４－メチル－１－ペンテンに由来する構成単位及び炭素数２又は３の
α－オレフィンに由来する構成単位を含む共重合体である熱可塑性樹脂（Ａ）と、エチレ
ン系重合体、プロピレン系重合体、ブテン系重合体、及び４－メチル－１－ペンテン系重
合体からなる群より選ばれる少なくとも１種の重合体である、前記熱可塑性樹脂（Ａ）以
外の熱可塑性樹脂（Ｂ）を含む応力緩和層よりなる表面保護フィルムが開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２０１５－０３４２１５号公報
【特許文献２】特開２０１４－２０８７３４号公報
【特許文献３】特許第５９６５０７０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　近年、ブラウン管ディスプレイから、液晶ディスプレイやプラズマディスプレイ等のフ
ラットパネルディスプレイへの移行や、多機能携帯電話、スマートフォンやタブレット端
末等に代表される携帯情報電子機器の普及が進んでいる。これらに用いる部材において、
高機能化、高性能化に伴い、凹凸の大きい表面形状を有する、または、表面が凹凸になる
ように表面処理された部材が増えており、これらの部材と、表面保護フィルムの粘着層と
の接触面積が必然的に小さくなることから、表面保護フィルムが部分的に変形した状態に
なりやすくなっている。このような状態で輸送、保管、加工等をする際に、高温下で曝さ
れると、変形した部分は元の状態に回復しようとするため、表面保護フィルムと被着体と
の界面で浮き上がりが生じ、あるいは表面保護フィルムが剥がれ易くなるという問題があ
る。
【０００８】
　近年、偏光板等の光学フィルムや透明導電膜の採用が著しい。当該部材を硬化型接着剤
等で貼り合わせる熱処理工程、あるいは、透明電導膜の結晶化を促進するためのアニール
処理等が行われることがある。したがって、表面保護フィルムには、高温下においても被
着体との界面で浮き上がりや剥がれが抑制される性能が求められている。
【０００９】
　しかしながら、特許文献１では、６０℃に於ける収縮率のみ述べられており、より高温
下での収縮率や被着体からの反りについては述べられていない。
　特許文献２に記載の表面保護フィルムは、５０℃における被着体からの反りは抑制され
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るが、より高温条件下では被着体と表面保護フィルムとの界面で浮き上がりや剥離が生ず
ることがわかった。
【００１０】
　さらに、特許文献３に記載の表面保護フィルムは、２３℃での剥離強度が述べられてい
るのみであり、より高温下においては積層体の反りや表面保護フィルムの剥離が起こるこ
とがある。
【００１１】
　本発明は、以上のことに鑑みてなされたものであり、被着体に対し高温下でも、被着体
からの浮きや剥離が起こりにくい表面保護フィルムであり、かつ積層体の反りを抑制でき
る表面保護フィルムを提供することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　本発明者らは前記課題を解決するべく鋭意検討した結果、特定の表面保護フィルムによ
れば、前記課題を解決できることを見出し、本発明を完成するに至った。
　本発明の構成例は、以下の通りである。
【００１３】
　本発明は、４－メチル－１－ペンテンから導かれる構成単位の含有率が９０モル％以上
１００モル％以下であり、炭素原子数２～２０のα－オレフィン（４－メチル－１－ペン
テンを除く）から導かれる構成単位の含有率が１０モル％以下である（前記４－メチル－
１－ペンテンから導かれる構成単位および前記α－オレフィンから導かれる構成単位の含
有率の合計を１００モル％とする）共重合体である熱可塑性樹脂（Ｘ）と、
　４－メチル－１－ペンテンから導かれる構成単位の含有率が７０モル％以上９０モル％
未満であり、炭素原子数２～１２のα－オレフィン（４－メチル－１－ペンテンを除く）
から導かれる構成単位の含有率が１０モル％を超え３０モル％以下である（前記４－メチ
ル－１－ペンテンから導かれる構成単位および前記α－オレフィンから導かれる構成単位
の含有率の合計を１００モル％とする）の共重合体である熱可塑性樹脂（Ｙ）とを含み、
　前記熱可塑性樹脂（Ｘ）の含有量が２０質量％以上８０質量％以下、前記熱可塑性樹脂
（Ｙ）の含有量が２０質量％以上８０質量％以下であり（熱可塑性樹脂（Ｘ）および熱可
塑性樹脂（Ｙ）の合計量を１００質量％とする。）、
　ＪＩＳ　Ｋ７１３３に準拠して測定した寸法変化率において、１５０℃で、３０分加熱
した後の縦方向および横方向の寸法変化率の絶対値が０．２０％未満（ただし、前記寸法
変化率において、プラスの数値は膨張したときの変化の比率を、マイナスの数値は収縮し
たときの変化の比率を示す。）の表面保護フィルムである。
【００１４】
　前記表面保護フィルムは、前記熱可塑性樹脂（Ｙ）が下記の要件（ｉ）～（ｉｖ）を満
たすことが好ましい。
　（ｉ）１３５℃デカリン中で測定した極限粘度〔η〕が０．１～５．０ｄｌ／ｇである
、
　（ｉｉ）ゲルパーミエーションクロマトグラフィー（ＧＰＣ）で測定した重量平均分子
量（Ｍｗ）と、数平均分子量（Ｍｎ）との比である分子量分布（Ｍｗ／Ｍｎ）が１．０～
３．５である、
　（ｉｉｉ）ＤＳＣで測定した融点（Ｔｍ）が２００℃未満であるか、またはＤＳＣで融
点が観測されない、
　（ｉｖ）密度が８３０～８６０ｋｇ／ｍ3である。
【００１５】
　前記表面保護フィルムの好適な態様として、前記熱可塑性樹脂（Ｘ）および熱可塑性樹
脂（Ｙ）を含む基材層と、該基材層の少なくとも一方の面に設けられた粘着層とを有する
表面保護フィルムを挙げることができる。
【発明の効果】
【００１６】
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　本発明に係る表面保護フィルムは、被着体に対して適度な粘着力を発現し、高温下にお
いても、被着体からの浮きや剥離が起こりにくい。被着体から剥離させる際には、容易に
剥がすことができ、かつ、被着体へ粘着剤成分が残りにくい。また、本発明に係る表面保
護フィルムを用いることで、高温下でも反りが起こり難い積層体を得ることができる。こ
のため、本発明に係る表面保護フィルムは、光学基材、建材、自動車部品、半導体ウエハ
等に使用される表面保護フィルムとして好適に用いることができ、産業上の利用価値は極
めて高い。
【００１７】
　また、本発明に係る表面保護フィルムは、凹凸の大きい表面形状を有する被着体を用い
た場合であっても、前記の効果を十分に発揮する。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　以下、本発明の具体的な実施形態について詳細に説明するが、本発明は、以下の実施形
態に何ら限定されるものではなく、本発明の目的の範囲内において、適宜変更を加えて実
施することができる。なお、本明細書において、「（共）重合体」なる語句は、単独重合
体および共重合体を包含する意味で用いられる。
　本発明の表面保護フィルム（以下「本フィルム」ということがある。）は、以下に述べ
る熱可塑性樹脂（Ｘ）および熱可塑性樹脂（Ｙ）を含有する。
【００１９】
＜熱可塑性樹脂（Ｘ）＞
　熱可塑性樹脂（Ｘ）としては、後述する熱可塑性樹脂（Ｙ）以外の４-メチル‐１‐ペ
ンテンを主成分とする４-メチル‐１‐ペンテン（共）重合体を使用することができる。
４-メチル‐１‐ペンテン（共）重合体は、従来公知のオレフィン重合用触媒、例えば、
バナジウム系触媒、チタン系触媒、マグネシウム担持型チタン触媒、国際公開第０１／５
３３６９号パンフレット、国際公開第０１／２７１２４号パンフレット、特開平３－１９
３７９６号広報あるいは特開平０２－４１３０３号広報に記載のメタロセン触媒などを用
いて、４－メチル－１－ペンテンと、必要に応じて炭素原子数２～２０のα－オレフィン
（４－メチル－１－ペンテンを除く）やその他の化合物を重合することにより得ることが
できる。
【００２０】
　具体的には、４－メチル－１－ペンテンの単独重合体、および４－メチル－１－ペンテ
ンから導かれる構成単位の含有率が９０モル％以上 、好ましくは９２モル％以上９９モ
ル％以下 、炭素数２～２０、 好ましくは６～２０のα－オレフィンから導かれる構成単
位の含有率が１０モル％以下 、好ましくは１モル％以上８モル％以下である４－メチル
－１－ペンテン・α－オレフィンランダム共重合体が挙げられる。構成単位の含有率（モ
ル％）の値は、13Ｃ－ＮＭＲにより測定され、具体的な測定方法については実施例に記載
の通りである。
【００２１】
　４－メチル－１－ペンテン・α－オレフィンランダム共重合体の場合、４－メチル－１
－ペンテンと共重合するα－オレフィンとしては、１－ヘキセン、１－オクテン、１－デ
セン、１－ドデセン、１－テトラデセン、１－ヘキサデセン、１－オクタデセン、１－エ
イコセンなどの炭素数２～２０ 、好ましくは６～２０のα－オレフィンが挙げられる。
これらは、１種単独で、あるいは２種以上組み合せて用いることができる。４－メチル－
１－ペンテン（共）重合体のメルトマスフローレイト（ＭＦＲ；ＪＩＳ　Ｋ７２１０－１
、温度２６０℃ 、荷重５．０ｋｇ）は、０．１～２００ｇ／１０分であることが好まし
く、１～１００ｇ／１０分の範囲内にあることがより好ましい。
【００２２】
　また、熱可塑性樹脂（Ｘ）として使用される４－メチル－１－ペンテン（共）重合体と
しては、市販品を使用することもでき、例えば三井化学株式会社製ＴＰＸ（登録商標）が
挙げられる。
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【００２３】
＜熱可塑性樹脂（Ｙ）＞
　熱可塑性樹脂（Ｙ）としては、４－メチル－１－ペンテンから導かれる構成単位を７０
モル％以上９０モル％未満含有するオレフィン系共重合体が好ましく、周波数１．６Ｈｚ
での動的粘弾性測定におけるｔａｎδ値（損失正接）のピーク温度が５℃以上で観測され
るオレフィン系共重合体がより好ましい。
【００２４】
　熱可塑性樹脂（Ｙ）としては、４－メチル－１－ペンテンと、少なくとも１種の炭素数
２～１２のα－オレフィンとのオレフィン共重合体がさらに好ましく、４－メチル－１－
ペンテンから導かれる構成単位（Ｉ）、および炭素数２～１２のオレフィン（４－メチル
－１－ペンテンを除く）から導かれる構成単位（ＩＩ）の合計を１００モル％とした場合
、構成単位（Ｉ）の含有率が７０モル％以上９０モル％未満、より好ましくは７０～８８
モル％であり、かつ、構成単位（ＩＩ）の含有率が１０モル％を超え３０モル％以下、よ
り好ましくは１２～３０モル％である共重合体であることが特に好ましい。
【００２５】
　構成単位の含有率（モル％）の値は、13Ｃ－ＮＭＲにより測定され、具体的な測定方法
については実施例に記載の通りである。
　前記炭素数２～１２のオレフィンの具体例としては、エチレン、プロピレン、１－ブテ
ン、１－ヘキセン、１－デセン、１－ドデセンなどが挙げられ、このなかでも特にプロピ
レンが好ましい。
　熱可塑性樹脂（Ｙ）は、下記の要件（ｉ）～（ｉｖ）を満たすことが好ましい。
【００２６】
要件（ｉ）
　前記熱可塑性樹脂（Ｙ）の、デカリン中１３５℃で測定した極限粘度〔η〕は、０．１
～５．０ｄｌ／ｇの範囲にある。前記極限粘度〔η〕は、好ましくは０．５～４．０ｄｌ
／ｇ、より好ましくは１．０～４．０ｄｌ／ｇである。後述するように重合中に水素を併
用すると分子量を制御でき、低分子量体から高分子量体まで自在に得ることができるので
、極限粘度〔η〕を調整することができる。
　前記極限粘度〔η〕が０．１ｄｌ／ｇよりも小さい、または５．０ｄｌ／ｇよりも大き
いと、フィルムの成形性が損なわれることがある。
【００２７】
要件（ｉｉ）
　ゲルパーミエーションクロマトグラフィー（ＧＰＣ）により測定されるポリスチレン換
算での重量平均分子量（Ｍｗ）と数平均分子量（Ｍｎ）との比である分子量分布（Ｍｗ／
Ｍｎ）は、１．０～３．５の範囲にある。なお、測定条件等の詳細は、後述する実施例の
欄に記載のとおりである。前記分子量分布（Ｍｗ／Ｍｎ）は、好ましくは１．２～３．０
、さらに好ましくは１．５～２．８である。前記分子量分布（Ｍｗ／Ｍｎ）が３．５より
も大きいと、組成分布に由来する低分子量、低立体規則性ポリマーの影響が現れて、成形
性が悪くなる。
【００２８】
　また、熱可塑性樹脂（Ｙ）の、ゲルパーミエーションクロマトグラフィー（ＧＰＣ）に
より測定される重量平均分子量（Ｍｗ）は、ポリスチレン換算で、好ましくは５００～１
０，０００，０００、より好ましくは１，０００～５，０００，０００、さらに好ましく
は１，０００～２，５００，０００である。
【００２９】
要件（ｉｉｉ）
　前記熱可塑性樹脂（Ｙ）のＤＳＣ（示差走査熱量測定）で測定した融点（Ｔｍ）は、２
００℃未満であるか、またはＤＳＣで融点が観測されない。融点を有する場合、その上限
は好ましくは１８０℃、より好ましくは１６０℃、さらに好ましくは１４０℃である。な
お、下限は特に限定されないが、通常１３０℃である。
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【００３０】
　上記融点の値は、重合体の立体規則性ならびに共に重合するα－オレフィン量に依存し
て変化する。後述するオレフィン重合用触媒を用いて所望の組成に制御して、融点を調整
することが可能である。
【００３１】
　前記熱可塑性樹脂（Ｘ）と前記熱可塑性樹脂（Ｙ）を組み合わせた場合、熱可塑性樹脂
（Ｘ）の耐熱性が高く、また相容性が良いことから機械物性を損ねることなく、寸法安定
性が良好な表面保護フィルムを得ることができる。
【００３２】
要件（ｉｖ）
　前記熱可塑性樹脂（Ｙ）の密度は、８３０～８６０ｋｇ／ｍ3、好ましくは８３０～８
５０ｋｇ／ｍ3である。なお、測定条件等の詳細は、後述する実施例の欄に記載のとおり
である。密度は、４－メチル－１－ペンテン・α－オレフィン共重合体のコモノマー組成
比によって適宜変えることができる。密度が上記範囲内にある前記熱可塑性樹脂（Ｙ）は
、表面保護フィルムの透明性や寸法安定性を高める上で有利である。
【００３３】
＜表面保護フィルム＞
　本発明に係る表面保護フィルムは、ＪＩＳ　Ｋ７１３３に準拠して測定した寸法変化率
において、１５０℃で、３０分加熱した後の縦方向（Ｍａｃｈｉｎｅ　Ｄｉｒｅｃｔｉｏ
ｎ；以下、「ＭＤ方向」ということがある）および横方向（Ｔｒａｎｓｖｅｒｓｅ　Ｄｉ
ｒｅｃｔｉｏｎ；以下、「ＴＤ方向」ということがある）の寸法変化率の絶対値が０．２
０％未満である。前記寸法変化率の測定方法は、実施例において詳説する。
【００３４】
　前記寸法変化率の測定において、表面保護フィルムである試験片が膨張したときには寸
法変化率はプラスの数値をとり、収縮したときには寸法変化率はマイナスの数値をとり、
膨張も収縮もしなかったときには寸法変化率は０となる。寸法変化率の絶対値が０．２０
％未満であるということは、寸法変化率が０であるか、寸法変化率の数値が０を上回り、
＋０．２０％に至らない範囲内であるか、または寸法変化率の数値が０を下回り、－０．
２０％に至らない範囲内であることを意味する。なお、寸法変化率がプラスの数値である
ときには、あえて「＋」は表記しない場合がある。
【００３５】
　本発明の表面保護フィルムは、上記の性質を有することにより、被着体に対し高温下で
も、被着体からの浮きや剥離が起こりにくく、積層体の反りを抑制することができる。
　一般的に、キャストフィルム等の押出成形法で作製される樹脂フィルムは、ＭＤ方向に
溶融樹脂が配向した状態で固化する。そこで、得られたフィルムをガラス転移温度（Ｔｇ
）以上に加熱すれば、ＭＤ方向に収縮することが知られている。
【００３６】
　４－メチル－１－ペンテン系樹脂（前記熱可塑性樹脂（Ｘ）に相当する）により作製し
た樹脂フィルムも、ガラス転移温度（Ｔｇ）以上に加熱すれば、同様にＭＤ方向に収縮す
るので、高温下での寸法安定性に課題があった。
【００３７】
　一方で、前記熱可塑性樹脂（Ｙ）からなるフィルムは、ガラス転移温度（Ｔｇ）以上に
加熱すると、一般的な樹脂フィルムとは挙動が異なり、膨張することがわかった。この性
質は、前記熱可塑性樹脂（Ｙ）の高い応力吸収性に起因していると考えられる。したがっ
て、前記熱可塑性樹脂（Ｙ）は、ＭＤ方向に溶融樹脂が配向しても、分子鎖の変形によっ
て起こりうる熱エネルギーを吸収する作用が働き、配向した状態で熱的に安定化する。
つまり、ガラス転移温度（Ｔｇ）以上に加熱しても、配向を緩和することなく収縮が生じ
ない。このことは、分子配向していない状態で、ガラス転移温度（Ｔｇ）以上に加熱する
ことと同じような現象と考えられ、分子鎖の運動が活発になり、フィルムが膨張する傾向
にある。
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【００３８】
　すなわち、前記熱可塑性樹脂（Ｘ）と前記熱可塑性樹脂（Ｙ）を配合してなる樹脂フィ
ルムは、収縮と膨張が相殺される効果を発現し、結果として高温下においても、極めて寸
法変化の小さいフィルムとなる。以上のような理由から、本フィルムは、ＪＩＳ　Ｋ７１
３３に準拠して測定した寸法変化率において、１５０℃で、３０分加熱した後の縦方向お
よび横方向の寸法変化率の絶対値が０．２０％未満であるという性質を有すると考えられ
る。
【００３９】
　本フィルムにおいて、前記熱可塑性樹脂（Ｘ）および前記熱可塑性樹脂（Ｙ）の合計１
００質量％に対する熱可塑性樹脂（Ｘ）の含有量は、前記効果がより発揮される等の点か
ら、好ましくは２０質量％以上、より好ましくは２０～８０質量％、さらに好ましくは３
０～７０質量％、特に好ましくは４０～６０質量％である。
【００４０】
　本フィルムにおいて、前記熱可塑性樹脂（Ｘ）および前記熱可塑性樹脂（Ｙ）の合計１
００質量％に対する前記前記熱可塑性樹脂（Ｙ）の含有量は、前記効果がより発揮される
点から、好ましくは８０質量％以下、より好ましくは２０～８０質量％、さらに好ましく
は３０～７０質量％、特に好ましくは４０～６０質量％である。
【００４１】
　本フィルムの厚みとしては、例えば、４～５００μｍ、好ましくは１０～４００μｍ、
さらに好ましくは２０～３００μｍである。
　本フィルムの用途としては特に制限されないが、本発明の効果がより発揮される等の点
から、光学、建材、自動車部品、半導体ウエハ等に使用される表面保護フィルム等が挙げ
られる。また、本フィルムは、被着体を加工等する際の支持体としても用いることができ
る。
【００４２】
　本フィルムの好適な態様として、前記熱可塑性樹脂（Ｘ）および熱可塑性樹脂（Ｙ）を
含む基材層と、該基材層の少なくとも一方の面に設けられた粘着層とを有する表面保護フ
ィルムを挙げることができる。さらに、前記基材層の、粘着層が設けられた面とは反対側
の面に背面層が設けられていてもよい。
【００４３】
＜粘着層＞
　前記粘着層を設ける方法としては、例えば、溶剤塗工法が挙げられる。溶剤塗工を行う
にあたり、基材層を製膜した後に、粘着層を設けようとする基材層であるフィルムの一方
の片面に、予め従来公知のコロナ放電処理、プラズマ処理、プライマー処理、アンカーコ
ーティング処理の易接着処理が施されてもよい。
【００４４】
　なかでも、比較的高い接着力が短い処理時間で得られ、フィルム成形やラミネーション
などの工程との組み合わせることが容易であるコロナ放電処理が好ましい。コロナ放電処
理は、フィルム表面のぬれ張力（ｍＮ／ｍ）を改質せしめて、粘着剤の塗工性を向上させ
ることができる。一般的に、放電量（Ｗ・ｍｉｎ／ｍ2）とフィルム表面のぬれ張力は比
例関係にあり、放電量を増加させるとフィルム表面のぬれ張力が高くなる傾向がある。
【００４５】
　フィルム表面のぬれ張力は、ＪＩＳ　Ｋ６７６８に準拠して測定することができる。本
フィルムの粘着層を設ける溶剤塗工法に必要なフィルム表面のぬれ張力は特に制限されな
いが、３０～５０ｍＮ／ｍが好ましく、より好ましくは３２～４８ｍＮ／ｍ、さらに好ま
しくは３４～４８ｍＮ／ｍである。
【００４６】
　前記溶剤塗工法によると、例えばコロナ放電照射によりぬれ張力が改質されたフィルム
表面に、粘着剤を溶剤塗工し、乾燥することで本フィルムの粘着層を得ることができる。
　前記溶剤塗工法は、粘着剤を含む溶液の粘度を調整して塗工を行うことが可能なため、
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粘着層の厚みを制御し易い利点がある。前記溶剤塗工としては、従来公知の塗工方法、例
えば、ロールコーター法、グラビアロール法、バーコーター法、ダイコーター法、ナイフ
コート法、コンマコーター法などが挙げられる。溶剤塗工の乾燥条件には特に制限がない
が、一般的には、６０～２００℃の温度範囲において、１０秒～１０分間乾燥することが
好ましい。より好ましくは、８０℃～１７０℃において、１５秒～５分間乾燥する。
【００４７】
　溶剤塗工法に用いる粘着剤としては、例えば、アクリル系粘着剤、シリコーン系粘着剤
、ウレタン系粘着剤、オレフィン系粘着剤、スチレン系粘着剤などが挙げられる。なかで
も、粘着力の制御が容易であり、かつ耐熱性の観点からアクリル系粘着剤が好ましい。
【００４８】
　アクリル系粘着剤に含まれるアクリル系重合体としては、例えば、（メタ）アクリル酸
エステル化合物の単独重合体、（メタ）アクリル酸エステル化合物とコモノマーとの共重
合体等が挙げられる。（メタ）アクリル酸エステル化合物としては、例えば、メチル（メ
タ）アクリレート、エチル（メタ）アクリレート、ブチル（メタ）アクリレート、ヒドロ
キシエチル（メタ）アクリレート、ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、ジメチル
アミノエチルアクリレート等が挙げられる。これらの（メタ）アクリル酸エステル化合物
は、単独で用いてもよく、２種以上を併用してもよい。
【００４９】
　（メタ）アクリル系共重合体を構成するコモノマーとしては、例えば、酢酸ビニル、（
メタ）アクリルニトリル、メチロール（メタ）アクリルアミド、無水マレイン酸等が挙げ
られる。これらのコモノマーは、単独で用いてもよく、２種以上を併用してもよい。
【００５０】
　さらに、溶剤塗工法に用いる粘着剤に、必要に応じて架橋剤等を加えてもよい。架橋剤
としては、例えば、ソルビトールポリグリシジルエーテル、ポリグリセロールポリグリシ
ジルエーテル等のエポキシ系化合物、Ｎ，Ｎ‘－ジフェニルメタン－４，４’－ビス（１
－アジリジンカルボキシアミド）、Ｎ，Ｎ‘－ヘキサメチレン－１，６－ビス（１－アジ
リジンカルボキシアミド）等のアジリジン化合物、テトラメチレンジイソシアネート、ヘ
キサメチレンジイソシアネート等のイソシアネート系化合物が挙げられる。
【００５１】
　前記架橋剤の含有量は、フィルム表面との密着力や耐熱性の観点から、アクリル系重合
体１００質量部に対して、０．１～１０質量部であることが好ましい。
　前記溶剤塗工法による粘着層の厚みは特に制限されず、所望の用途に応じて適宜選択す
ればよいが、例えば、１～２０μｍ、好ましくは２～１２μｍである。
【００５２】
　前記粘着層を設ける方法として、共押出製法も挙げられる。共押出製法は、基材層とな
る樹脂と粘着剤を溶融状態にして多層化して得られる。溶剤の使用が不要であり、基材層
と粘着剤とを同時に製膜できる利点がある。
【００５３】
　共押出製法に適する粘着剤としては、公知の粘着力を有する単独重合体、または共重合
体を用いることができる。共押出製法に用いられる粘着剤は、例えばスチレン系重合体、
および、（メタ）アクリル系重合体から選ばれる１種類以上の重合体を含むことが好まし
い。
【００５４】
　共押出製法に用いられる粘着剤としては、例えば（メタ）アクリロイル基を有する重合
体であれば特に制限されないが、例えば、エチレン性二重結合を有するモノマーと、反応
性官能基を有する共重合性モノマーとを共重合して得られた共重合体と、前記反応性官能
基と反応し得る基を有する重合性炭素－炭素二重結合を含むモノマーと、を反応させた重
合体が挙げられる。
【００５５】
　さらに、前記共押出製法に用いられる粘着材として具体的には、スチレン・ブタジエン
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共重合体（ＳＢＲ）、スチレン・イソプレン・スチレン共重合体（ＳＩＳ）、スチレン・
ブタジエン・スチレン共重合体（ＳＢＳ）、スチレン・エチレン・ブタジエン・スチレン
共重合体（ＳＥＢＳ）、これらの水素化物、スチレン・イソブチレン・スチレントリブロ
ック共重合体（ＳＩＢＳ）、スチレン・イソブチレンジブロック共重合体（ＳＩＢ）等が
挙げられる。好ましくは、ＳＩＢＳ、ＳＩＢ、およびこれらの混合化合物である。
【００５６】
　前記エチレン性二重結合を有するモノマーとしては、例えば、（メタ）アクリル酸メチ
ル、（メタ）アクリル酸エチル、（メタ）アクリル酸ブチル、（メタ）アクリル酸２－エ
チルヘキシル等の（メタ）アクリル酸アルキルエステル酢酸ビニル等のビニルエステル；
アクリロニトリル；（メタ）アクリルアミド；スチレンが挙げられる。
【００５７】
　これらは単独で用いてもよく、２種以上を併用してもよい。
　前記反応性官能基を有する共重合性モノマーとしては、例えば、（メタ）アクリル酸、
マレイン酸、２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート、グリシジル（メタ）アクリレ
ート、Ｎ－メチロール（メタ）アクリルアミドが挙げられる。
【００５８】
　これらは単独で用いてもよく、２種以上を併用してもよい。
　前記反応性官能基と反応し得る基を有する重合性炭素－炭素二重結合を含むモノマーと
しては、特に限定されない。例えば、前記反応性官能基と、該反応性官能基と反応し得る
基との組み合わせの例としては、カルボキシル基とエポキシ基、カルボキシル基とアジリ
ジル基、水酸基とイソシアネート基が挙げられる。
【００５９】
　これらは単独で用いてもよく、２種以上を併用してもよい。
　また、前記共押出製法に用いる粘着材は、粘着力の調整を目的として、本発明の特性を
損なわない範囲で、ポリエチレンおよびポリプロピレンに代表される公知のポリオレフィ
ン、従来公知の添加剤として、例えば、ポリエステルエラストマー等の樹脂改質剤、石油
樹脂、水添系石油樹脂、クロマン・インデン樹脂、ロジン誘導体、テルペン系樹脂等の粘
着付与剤、ポリオレフィン系ワックス、シリコーン系ワックス、シリカやタルクに代表さ
れるアンチブロッキング剤等公知の離型付与剤、帯電防止剤、導電剤、耐候剤、結晶核剤
、酸化防止剤を含有してもよい。
　前記共押出製法による粘着層の厚みは特に制限されず、所望の用途に応じて適宜選択す
ればよいが、例えば、１～１００μｍ、好ましくは４～８０μｍである。
【００６０】
＜背面層＞
　本フィルムにおいては、離型性、剛性、寸法安定性、ハンドリング性等の扱い易さなど
を考慮し、基材層の、粘着層が設けられた面とは反対側の面に、背面層を設けてもよい。
　前記背面層としては、ポリオレフィン、ポリエステル、ポリアミド、ポリスチレン、シ
リコーン樹脂、フッ素樹脂、ポリ塩化ビニルなどのビニル重合体等の公知の樹脂を含む層
が挙げられる。これらの中でも、取り扱い性に優れる、ポリオレフィンからなる層が好ま
しい。
【００６１】
　該ポリオレフィンとしては、具体的には、プロピレン単独重合体、プロピレンと少なく
とも１種の炭素数３以外のα－オレフィンとからなる共重合体、高圧法低密度ポリエチレ
ン、直鎖状低密度ポリエチレン、高密度ポリエチレン、４－メチル－１－ペンテン共重合
体等が挙げられるが、これらの中でも、フィッシュアイ（架橋ゲル）が生じにくい、プロ
ピレン単独重合体、プロピレンと少なくとも１種の炭素数３以外のα－オレフィンとから
なる共重合体等のプロピレン系重合体がより好ましく、離形性等の点から、プロピレンと
少なくとも１種の炭素数３以外のα－オレフィンとからなるブロック共重合体がさらに好
ましい。
【００６２】
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　前記背面層は、１種の樹脂を含んでもよく、２種以上の樹脂を含んでもよく、また必要
に応じて、本発明の特性を損なわない範囲で、従来公知の添加剤、例えば、ポリオレフィ
ン系ワックス、液状シリコン樹脂、テトラフロロエチレン樹脂、メタクリル樹脂粉末、微
粉末架橋樹脂、微粉末シリカ、微粉末酸化アルミニウム、タルクに代表されるアンチブロ
ッキング剤等の公知の離型付与剤、帯電防止剤、染料、塩酸吸収剤、導電剤、耐候剤、結
晶核剤、酸化防止剤、滑剤を含有してもよい。
【００６３】
　酸化防止剤としては、公知の酸化防止剤が使用可能である。具体的には、ヒンダードフ
ェノール化合物、硫黄系酸化防止剤、ラクトーン系酸化防止剤、有機ホスファイト化合物
、有機ホスフォナイト化合物、あるいはこれらを数種組み合わせたものが使用できる。
【００６４】
　滑剤としては、例えば、ラウリル酸、オレイン酸、パルミチン酸、ステアリン酸などの
飽和または不飽和脂肪酸のナトリウム、カルシウム、マグネシウム塩などが挙げられ、こ
れらは単独で、または２種以上を混合して用いることができる。滑剤の配合量は、重合体
組成物１００質量部に対して、０．１～３質量部、好ましくは０．１～２質量部程度であ
ることが望ましい。
　前記背面層を設ける場合、背面層の厚みは特に制限されず、所望の用途に応じて適宜選
択すればよいが、例えば、１～１００μｍ、好ましくは２～８０μｍである。
【００６５】
＜表面保護フィルムの製造方法＞
　本フィルムを製造する方法は特に制限されないが、各層を形成する重合体等を用い、共
押出成形や押出ラミネートなどの公知の成形方法により製造することができる。また、予
め、キャストフィルム成形、あるいはインフレーションフィルム成形等にて得られた層上
に、押出コーティングする方法や各層となるフィルムをドライラミネーションなどにより
積層する方法も挙げることができる。
【００６６】
＜積層体＞
　本発明では、表面保護フィルムと被着体とを貼り付けて得られた構造物を積層体という
。
　前記被着体としては特に制限されないが、ＪＩＳ　Ｋ７１２７に準拠（ただし、幅１５
ｍｍ、長さ１００ｍｍ、厚み５０μｍである試験片タイプ２を使用）して、２３℃、試験
速度２００ｍｍ／分により測定される引張弾性率が１５００ＭＰａ以上、好ましくは１８
００～４５００ＭＰａであるものを好適に用いることができる。
【００６７】
　引張弾性率が前記範囲にある被着体は、室温下で硬く、収縮しにくい特徴がある。
　前記被着体の具体例としては、ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）、ポリメタクリ
ル酸メチル（ＰＭＭＡ）、ポリエチレンナフタレート（ＰＥＮ）、ポリイミド（ＰＩ）、
ポリアミド（ＰＡ）、ポリカーボネート（ＰＣ）、シクロオレフィンポリマー（ＣＯＰ）
、シクロオレフィンコポリマー（ＣＯＣ）、ポリ（メタ）アクリレート、シリコンウエハ
、ガラスなどが挙げられる。
【実施例】
【００６８】
　以下に本発明を実施例によって詳細な説明をするが、本発明はこれら実施例に限定され
るものではない。
　熱可塑性樹脂（Ｘ）および熱可塑性樹脂（Ｙ）の物性は、以下のように測定した。
＜構成単位の含有率＞
　ポリマー中の４－メチル－１－ペンテンから導かれる構成単位の含有率（以下、４－メ
チル－１－ペンテン含量ともいう）、およびα－オレフィンから導かれる構成単位の含量
率（以下、α－オレフィン含量ともいう）の測定は、以下の装置および条件により13Ｃ－
ＮＭＲで測定した結果を基にして行った。ただし、本測定結果のα－オレフィン含量には
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、４－メチル－１－ペンテン含量は含まれない。
【００６９】
　日本電子社製ＥＣＰ５００型核磁気共鳴装置を用い、オルトジクロロベンゼン／重水素
化ベンゼン（８０／２０容量％）混合溶媒、試料濃度５５ｍｇ／０．６ｍｌ、測定温度１
２０℃において、観測核は13Ｃ（１２５ＭＨｚ）、シーケンスはシングルパルスプロトン
デカップリング、パルス幅は４．７μ秒（４５°パルス）、繰り返し時間は５．５秒、積
算回数は１万回以上とし、２７．５０ｐｐｍをケミカルシフトの基準値として測定した。
得られた13Ｃ－ＮＭＲスペクトルにより、４－メチル－１－ペンテン含量、α－オレフィ
ン含量を測定した。
【００７０】
＜極限粘度〔η〕＞
　極限粘度〔η〕は、デカリン溶媒を用いて、１３５℃で測定した。重合パウダー、ペレ
ットまたは樹脂塊を約２０ｍｇ採取し、デカリン１５ｍｌに溶解して、１３５℃に加熱し
たオイルバス中で比粘度ηｓｐを測定した。このデカリン溶液にデカリン溶媒を５ｍｌ追
加して希釈後、同じように比粘度ηｓｐを測定した。この希釈操作をさらに２回繰り返し
、濃度（Ｃ）をゼロに外挿した時のηｓｐ／Ｃの値を極限粘度として算出した（下式参照
）。
　[η]＝ｌｉｍ（ηｓｐ／Ｃ）、ただしＣ＝０
【００７１】
＜重量平均分子量（Ｍｗ）、数平均分子量（Ｍｎ）、分子量分布（Ｍｗ／Ｍｎ値）＞
　各分子量は、ゲルパーミエーションクロマトグラフィーにより測定した。液体クロマト
グラフとしてＷａｔｅｒｓ製ＡＬＣ／ＧＰＣ１５０－Ｃｐｌｕｓ型（示唆屈折計検出器一
体型）を用い、分離カラムとして東ソー株式会社製ＧＭＨ６－ＨＴを２本、およびＧＭＨ
６－ＨＴＬを２本直列接続して用い、移動相媒体としてｏ－ジクロロベンゼン、および酸
化防止剤として０．０２５質量％のＢＨＴ（武田薬品工業社製）を用い、移動相媒体を１
．０ｍｌ／分で移動させ、試料濃度は１５ｍｇ／１０ｍｌとし、試料注入量は５００マイ
クロリットルとし、検出器は示差屈折計を用いた。標準ポリスチレンとしては、重量平均
分子量（Ｍｗ）が１，０００以上、４０００，０００以下において、東ソー社製の標準ポ
リスチレンを用いた。
【００７２】
　得られたクロマトグラムを、公知の方法によって、標準ポリスチレンサンプルを用いて
検量線を作成して解析することで、重量平均分子量（Ｍｗ）、数平均分子量（Ｍｎ）、お
よび分子量分布（Ｍｗ／Ｍｎ値）を算出した。１サンプル当たりの測定時間は６０分であ
った。
【００７３】
＜メルトマスフローレイト（ＭＦＲ）＞
　メルトマスフローレイトは、ＪＩＳ　Ｋ７２１０－１に準拠して、前記熱可塑性樹脂（
Ｘ）については、温度２６０℃、荷重５．０ｋｇで測定し、前記熱可塑性樹脂（Ｙ）につ
いては、温度２３０℃、荷重２．１６ｋｇで測定した。
【００７４】
＜融点＞
　ＪＩＳ　Ｋ７１２１に準拠し、セイコーインスルメンツ社製示差走査熱量計ＤＳＣ２２
０Ｃを用い、昇温速度１０℃／分で測定される融解ピーク頂点の最も高い温度を融点（Ｔ
ｍ）とした。融解ピーク頂点が現れなかった場合は、融点が観測されないと評価した。
【００７５】
＜密度＞
　密度は、ＪＩＳ　Ｋ７１１２に準拠して、密度勾配管を用いて測定した。
【００７６】
＜ｔａｎδ（損失正接）の測定＞
　各重合体から、厚さ２ｍｍのプレスシートを作製して試験片とした。
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　Ａｎｔｏｎ　Ｐａａｒ社製レオメータＭＣＲ３０１を用いて、周波数１．６Ｈｚ、歪み
設定０．１％、昇温速度２℃／分の条件にて、－２０～１００℃における動的粘弾性の温
度分散を測定し、ガラス転移温度に起因する損失正接（ｔａｎδ）が最大値となる温度（
本発明において、「ｔａｎδピーク温度」ともいう。）、その際の損失正接（ｔａｎδ）
の値（本発明において、「ｔａｎδピーク値」ともいう。）を測定した。
　熱可塑性樹脂（Ｘ）および熱可塑性樹脂（Ｙ）を以下の方法により調製した。
【００７７】
　＜熱可塑性樹脂（Ｘ）＞
　国際公開２００６／０５４６１３号パンフレットの方法に準じ、４－メチル－１－ペン
テン、１－ヘキサデセン、１－オクタデセン、水素の割合を調整し、表１に示す各物性を
有する熱可塑性樹脂（Ｘ）を得た。各物性の測定結果を表１に示す。
【００７８】
　＜熱可塑性樹脂（Ｙ－１）＞
　充分に窒素置換した容量１．５リットルの攪拌翼付ＳＵＳ製オートクレーブに、２３℃
でノルマルヘキサン３００ｍｌ（乾燥窒素雰囲気下、活性アルミナ上で乾燥したもの）、
４－メチル－１－ペンテンを４５０ｍｌ挿入した。このオートクレーブに、トリイソブチ
ルアルミニウム（ＴＩＢＡＬ）の１．０ｍｍｏｌ／ｍｌトルエン溶液を０．７５ｍｌ挿入
して攪拌機を回した。
【００７９】
　次に、オートクレーブを内温６０℃まで加熱し、全圧が０．４０ＭＰａ（ゲージ圧）と
なるようにプロピレンで加圧した。続いて、予め調製しておいたメチルアルミノキサンを
Ａｌ換算で１ｍｍｏｌ、ジフェニルメチレン（１－エチル－３－ｔ－ブチル－シクロペン
タジエニル）（２，７－ジ－ｔ－ブチル－フルオレニル）ジルコニウムジクロリドを０．
０１ｍｍｏｌを含むトルエン溶液０．３４ｍｌを窒素でオートクレーブに圧入し、重合を
開始した。重合反応中、オートクレーブ内温が６０℃になるように温度を調整した。重合
開始６０分後、オートクレーブにメタノール５ｍｌを窒素で圧入し重合を停止し、オート
クレーブを大気圧まで脱圧した。反応溶液にアセトンを攪拌しながら注いだ。
【００８０】
　得られた溶媒を含むパウダー状の重合体を１００℃、減圧下で１２時間乾燥した。得ら
れた熱可塑性樹脂（Ｙ－１）は３６．９ｇで、樹脂中の４－メチル－１－ペンテン含量は
７４ｍｏｌ％、プロピレン含量は２６ｍｏｌ％であった。ＤＳＣ測定を行ったところ、融
点（Ｔｍ）は観測されなかった。各物性の測定結果を表１に示す。
【００８１】
＜熱可塑性樹脂（Ｙ－２）＞
　充分に窒素置換した容量１．５リットルの攪拌翼付ＳＵＳ製オートクレーブに、２３℃
でノルマルヘキサン３００ｍｌ（乾燥窒素雰囲気下、活性アルミナ上で乾燥したもの）、
４－メチル－１－ペンテンを４５０ｍｌ装入した。このオートクレーブに、トリイソブチ
ルアルミニウム（ＴＩＢＡＬ）の１．０ｍｍｏｌ／ｍｌトルエン溶液を０．７５ｍｌ挿入
して攪拌機を回した。
【００８２】
　次に、オートクレーブを内温６０℃まで加熱し、全圧が０．１９ＭＰａ（ゲージ圧）と
なるようにプロピレンで加圧した。続いて、予め調製しておいたメチルアルミノキサンを
Ａｌ換算で１ｍｍｏｌ、ジフェニルメチレン（１－エチル－３－ｔ－ブチル－シクロペン
タジエニル）（２，７－ジ－ｔ－ブチル－フルオレニル）ジルコニウムジクロリドを０．
０１ｍｍｏｌを含むトルエン溶液０．３４ｍｌを窒素でオートクレーブに圧入し、重合を
開始した。重合反応中、オートクレーブ内温が６０℃になるように温度を調整した。重合
開始６０分後、オートクレーブにメタノール５ｍｌを窒素で圧入し重合を停止し、オート
クレーブを大気圧まで脱圧した。反応溶液にアセトンを攪拌しながら注いだ。
【００８３】
　得られた溶媒を含むパウダー状の重合体を１００℃、減圧下で１２時間乾燥した。得ら
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れた熱可塑性樹脂（Ｙ－２）は４４．０ｇで、樹脂中の４－メチル－１－ペンテン含量は
８４ｍｏｌ％、プロピレン含量は１６ｍｏｌ％であった。ＤＳＣ測定を行ったところ、融
点（Ｔｍ）は１３１℃であった。各物性の測定結果を表１に示す。
【００８４】
［実施例１］
　熱可塑性樹脂（Ｘ）８０質量％と、熱可塑性樹脂（Ｙ－１）２０質量％の割合でそれぞ
れペレットを混合配合し、スクリュー直径φ２５ｍｍ、Ｌ／Ｄ＝２６（スクリュー長さ：
Ｌ、スクリュー直径：Ｄ）の単軸押出機に、Ｔダイ幅３５０ｍｍとエアーチャンバーをそ
れぞれ装備したキャストフィルム成形機を用いて、シリンダー温度２７０～２８０℃、ス
クリュー回転数３０～３５ｒｐｍ、冷却ロール温度３０℃、引取速度１．５～２．０ｍ／
分の条件範囲で調整し、厚み４０μｍの単層フィルムを得た。
【００８５】
　次いで、単層フィルムの一方の片面にコロナ放電照射を行い、フィルム表面のぬれ張力
が４０ｍＮ／ｍになるように放電量を調整し、紙管を用いて巻き取った。
　さらに、巻き取った単層フィルムを繰り出し、前記のぬれ張力が調整されたフィルム面
に対し、ロールコーターを用いてアクリル系粘着剤（綜研化学社製ＳＫダイン（登録商標
）、銘柄名１９３９Ｕ）の塗工した後、温度１００℃で１分間の乾燥処理を経て、前記単
層フィルムからなる基材層の表面に膜厚８μｍの粘着層を設けて形成された表面保護フィ
ルムを作製した。この表面保護フィルムを用いて、後述の評価を行った。その結果を表２
に示す。
【００８６】
［実施例２～１０］
　使用する樹脂の種類、および配合量を表２に記載した通り変更した以外は、実施例１と
同様にして、表面保護フィルムを作製した。前記で作製した表面保護フィルムを用いて、
後述の評価を行った。その結果を表２に示す。
【００８７】
［比較例１～５］
　使用する樹脂の種類、および配合量を表３に記載した通り変更した以外は、実施例１と
同様にして、表面保護フィルムを作製した。前記で作製した表面保護フィルムを用いて、
後述の評価を行った。その結果を表３に示す。
【００８８】
＜寸法変化率＞
　表面保護フィルムから、１２０ｍｍ×１２０ｍｍの寸法に裁断し、その内側に１００ｍ
ｍ×１００ｍｍの標線を設けた試験片を作製し、オーブン中で１５０℃、３０分間保持し
た。その後、オーブンから表面保護フィルムを取り出して、室温まで自然放冷し、ＪＩＳ
　Ｋ７１３３に準拠して、ＭＤ方向およびＴＤ方向の寸法変化率を測定した。
【００８９】
＜積層体の反り評価＞
　被着体として、厚み５０μｍの光学基材用ポリエチレンテレフタレートフィルム（東洋
紡社製コスモシャイン（登録商標）、銘柄名Ａ４１００）を１００ｍｍ×１００ｍｍの寸
法に裁断し、該被着体に積層するように、１００ｍｍ×１００ｍｍに裁断した表面保護フ
ィルムを、ＭＤ方向およびＴＤ方向がそれぞれ一致するように貼り合わせた後、２本連結
したニップロールを通過させて試験片を圧着し、積層体を作製した。
【００９０】
　積層体を温度２３℃、湿度８０％ＲＨの条件で２４時間静置した後、１５０℃に設定し
たオーブン中で３０分間、無荷重の状態で静置した。
　積層体をオーブンから取り出して室温まで自然放冷した後、鉄製の定盤に表面保護フィ
ルムが上側となるように積層体を置いた。
【００９１】
　積層体の四隅の定盤からの高さ（定盤からの浮き上がり）をステンレス定規で測定し、
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これらの測定値から四隅の平均高さ（以下「反り量」ともいう。）を算出し、下記の基準
で積層体の反りを評価した。また、積層体が１周以上に丸まってしまい、定盤からの高さ
が測定困難な場合はＣと判定した。
　Ａ判定：反り量が１０ｍｍ未満であった。
　Ｂ判定：反り量が１０ｍｍ以上、３０ｍｍ未満であった。
　Ｃ判定：反り量が３０ｍｍ以上、または積層体が１周以上丸くカールして測定が困難で
あった。
【００９２】
　高温下における表面保護フィルムと被着体を貼り合わせた積層体の反り量（定盤から四
隅の高さ平均）は、３０ｍｍ未満が好ましく、より好ましくは１０ｍｍ未満、さらに好ま
しくは５ｍｍ以下である。
【００９３】
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【表１】

【００９４】
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【表２】

【００９５】
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【表３】

【００９６】
　表２からわかるように、実施例で得られた表面保護フィルムは、高温下においても寸法
変化が極めて少なく、反りを抑制できるものであった。
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